
証券コード　5285
2020年６月11日

株 主 各 位
熊本市中央区水前寺３丁目９番５号

代表取締役社長 茂森　拓

第57回定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第57回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので
ご通知申し上げます。
　なお、依然として新型コロナウイルス感染拡大防止策の継続を要する状況にあ
りますので、本株主総会におきましても、規模縮小や時間短縮など適切な感染拡
大防止策を実施した上で、開催させていただくことといたしました。株主の皆様
におかれましては、感染拡大防止の観点から、極力、書面による事前の議決権行
使をお願いし、健康状態にかかわらず株主総会当日のご来場をお控えいただきま
すようお願い申し上げます。その際は、お手数ながら後記の株主総会参考書類を
ご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
2020年６月25日（木曜日）午後５時30分までに到着するようご返送くださいます
ようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 2020年６月26日（金曜日）午前10時30分
　　　　　　　　　　　（受付開始時間：午前10時00分）

２．場 所 熊本市中央区水前寺３丁目９番５号
ヤマックス本社　会議室（本社隣接ビル２階）
※本年は、冒頭に記載の規模縮小に加え、株主総会開催直前

に会場が利用できなくなるリスクを回避し、確実に本株主
総会を開催するため、当社会議室で開催することといたし
ました。会場が昨年と異なっておりますので、末尾の「株
主総会会場ご案内図」をご参照いただき、お間違えのない
ようお願い申し上げます。なお、当日はご用意できる席数
が例年より大幅に減少するため、ご来場いただきましても
ご入場をお断りする場合がございますのでご理解賜ります
ようお願い申し上げます。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第57期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事業

報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第57期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）計算
書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の配当の件
第２号議案 補欠監査役１名選任の件

以　上

－ 1 －



〈株主の皆様へのお願い〉

・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提

出くださいますようお願い申し上げます。

・株主総会当日までの感染拡大の状況や政府等の発表内容等により上記対応を

更新する場合がございます。インターネット上の当社ウェブサイト（アドレ

ス　https://www.yamax.co.jp/）より、発信情報をご確認くださいますよう

お願い申し上げます。

・ご来場の株主様には、会場受付付近にて検温をさせていただき、発熱がある

と認められる方、体調不良と思われる方、海外から帰国されてから14日間が

経過していない方は、ご入場をお断りし、お帰りいただく場合がございます。

なお、海外から帰国されてから14日間が経過していない株主様は、受付でお

申し出いただきますようお願い申し上げます。

・会場受付付近にアルコール消毒液を配備いたしますので、ご入場の際は、手

の消毒にご協力いただきますようお願い申し上げます。また、併せてマスク

の持参・着用もお願い申し上げます。

・当社の運営スタッフは、マスク着用で応対させていただく場合がありますの

で、あらかじめご了承ください。また、総会会場内では感染拡大防止のため

の措置を講じる場合がありますので、ご協力のほどお願い申し上げます。

・本株主総会におきましては、新型コロナウイルス感染拡大防止策として開催

時間を短縮する観点から、議場における報告事項（監査報告を含みます）の

詳細な説明は省略させていただきますので、ご来場される株主様におかれま

しては、事前に招集ご通知にお目通しいただけますようお願い申し上げます。

・当社役員につきましても、感染拡大リスクの低減および会社の事業継続とい

う観点から、株主総会当日の健康状態にかかわらず、一部の役員のみの出席

とさせていただく可能性がありますので、ご了承賜りますようお願い申し上

げます。

・昨年まで株主総会にご来場いただきました株主様にはお土産をご用意してお

りましたが、本年は取り止めさせていただくことになりましたので、ご了承

賜りますようお願い申し上げます。

　株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生
じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://www.
yamax.co.jp/）に掲載させていただきます
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府の経済政策の効果による

雇用環境の改善や堅調な企業収益などを背景として緩やかな景気回復基調

にありましたが、年度終盤に発生し全世界に波及した新型コロナウイルス

の感染拡大は、人の移動を制限させ経済活動の停滞を生み国内のみならず

世界的な景気減速を予測させるなど、先行きへの不透明さを増す状況にて

推移いたしました。

　当社グループを取り巻く経営環境におきましては、国民の安全・安心や

豊かな暮らしの確保などを方針とする政府の公共事業投資は前年度を上回

る予算額で決定され、生産性向上のためのインフラ整備や被災地の復旧・

復興事業に加え、激甚化・頻発化する自然災害から国民の生命と財産を守

るための国土強靭化に向けた防災・減災対策や道路・橋梁などの老朽化対

策などが当予算の核となりました。

　このような状況のもと、当社グループは、生産性向上のためのインフラ

整備に向けた具体策の情報収集に加え、国土強靭化に向けた防災・減災・

老朽化対策に対する各地方自治体の動向を注視するとともに、最終年度を

迎えた「新中期経営計画」に基づき、公共事業投資の需要が期待される地

域への重点的な営業活動の推進や、技術者不足・工期短縮に対応できるコ

ンクリート構造物のプレキャスト化の推進などに努めました。

　この結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は162億６千９

百万円（前年同期比3.6％減）となり、営業利益は４億１千２百万円（同

23.7％減）、経常利益は４億４千１百万円（同18.6％減）となりました。

また、親会社株主に帰属する当期純利益は、新型コロナウイルスの影響に

よる株価下落を要因とした保有株式の評価減による特別損失の発生もあり

２億２千６百万円（同34.1％減）となりました。
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　なお、事業別の業績は、次のとおりであります。

（土木用セメント製品事業）

　当連結会計年度における土木業界につきましては、平成28年熊本地震

により被災した熊本県では、国直轄の復旧・復興工事が急ピッチで進捗

するとともに地方自治体管轄の工事も具体化に向けて活発に推移いたし

ました。また、東日本大震災による被災地の復旧・復興工事では、復興・

創生期間も終盤に差し掛かり復興事業費は縮小しているものの、地方創

生の発展基盤となるインフラ整備など地域再生に向けた動きは継続して

おります。

　このような状況の中、九州地区におきましては、平成28年熊本地震の

復旧・復興工事への対応を最優先し、工事発注状況に即した営業活動に

注力いたしました。他方、東北地区におきましては、未整備地域に対す

るコンクリート二次製品の供給体制を維持するとともに、事業エリアの

拡大にも取り組みました。

　この結果、売上高は118億７千４百万円（前年同期比3.0％減）、営業

利益は７億８千２百万円（同4.6％減）となりました。

（建築用セメント製品事業）

　当連結会計年度における建築業界につきましては、国内景気の緩やか

な回復基調を背景に、商業地や駅前などにおける再開発計画も活発化の

兆しを見せております。また、人手不足が継続している状況や働き方改

革により現場労働者の作業時間が制限される状況を受け、プレキャスト

化に向けての動きが加速するものと予測しております。

　このような状況の中、施工性の向上が図れ、作業時間の短縮に貢献で

きるプレキャスト化の利点を積極的にＰＲし、受注量の拡大に向けた設

計織込活動に取り組むとともに、自社工場における製造量の確保と平準

化を意識した受注活動にも注力いたしました。

　この結果、売上高は34億４千８百万円（前年同期比3.3％減）、営業利

益は３億７千４百万円（同9.5％増）となりました。

（その他の事業）

　不動産関連事業におきましては、「ＫＡＢ総合住宅展示場　住まいる

パークゆめタウンはません」と「ＫＫＴ合志総合住宅展示場　アンビー

ハウジングパーク」に出展している２棟のモデルハウスを集客拠点に、

販売用土地の取得・開発をさらに拡大する方針のもと、自社ブランド「さ

らりの家」の受注活動に注力いたしました。また、物件の引渡し時期を

含め、お客様からのあらゆるご要望にお応えできるよう努めましたが、

開発許可の承認手続きに時間を要す自治体もあり、総じて工事着手がず

れ込む状況にて推移いたしました。

　この結果、売上高は９億４千６百万円（前年同期比11.2％減）、営業

損益は１千６百万円の損失（前年同期は１千６百万円の利益）となりま

した。
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（事業別売上高） （単位：百万円）

事　業　区　分

第　56　期 第　57　期

自　2018年４月１日
至　2019年３月31日

自　2019年４月１日
至　2020年３月31日

金 額 比 率 金 額 比 率

土木用セメント製品事業 12,238 72.6％ 11,874 73.0％

建築用セメント製品事業 3,566 21.1％ 3,448 21.2％

そ の 他 の 事 業 1,066 6.3％ 946 5.8％

合　　　　計 16,871 100.0％ 16,269 100.0％

②　設備投資の状況

　当連結会計年度における設備投資は、製造設備の維持・整備を中心に実

施し、その結果、設備投資額は３億１千５百万円となりました。

　土木用セメント製品事業においては、瀬高工場のフォークリフトに１千

９百万円、そのほか生産を維持するための型枠に８千２百万円の設備投資

を実施いたしました。

　建築用セメント製品事業においては、埼玉工場のクレーン設備の更新に

２千４百万円の設備投資を実施いたしました。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度において、増資及び社債発行等による資金調達は行って

おりません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　　　　分
第 54 期

2017年３月期
第 55 期

2018年３月期
第 56 期

2019年３月期

第 57 期
(当連結会計年度)
2020年３月期

売 上 高 (百万円) 14,817 15,295 16,871 16,269

経 常 利 益 (百万円) 520 490 542 441

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(百万円) 208 367 344 226

１株当たり当期純利益 （円） 211.56 373.77 350.16 230.66

総 資 産 (百万円) 13,253 13,532 13,971 13,260

純 資 産 (百万円) 3,902 4,259 4,522 4,653

１株当たり純資産 （円） 3,966.60 4,329.81 4,597.23 4,730.28

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により、また、１株当たり純資産は、

期末発行済株式総数により算出しております。なお、これらは自己株式数控除後の発

行済株式総数により算出しております。

２．2017年６月28日開催の第54回定時株主総会決議に基づき、2017年10月１日付で普通株

式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。なお、１株当たり当期純利益

及び１株当たり純資産は、第54期（2017年３月期）の期首に当該株式併合が行われた

と仮定して算出しております。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16

日）等を第56期（2019年３月期）の期首から適用しており、第55期（2018年３月期）

の総資産の金額については、当該会計基準等を遡って適用した後の金額としておりま

す。

４．当社は、当連結会計年度より、取締役（社外取締役を除く）に対する信託を用いた株

式報酬制度（株式給付信託）を導入しております。第57期（2020年３月期）の１株当

たり当期純利益の算定上の基礎となる期中平均株式数には、その計算において控除す

る自己株式に当該信託が保有する当社株式を含めており、１株当たり純資産の算定上

の基礎となる期末株式数には、その計算において控除する自己株式に当該信託が保有

する当社株式を含めております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 事　業　内　容

株式会社東北ヤマックス 30百万円 100.00％
土木用コンクリート二次
製品の製造、販売等
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(4) 対処すべき課題

　今後の当社グループを取り巻く経営環境につきましては、社会資本の整備

にて求められる各種効果を重視した公共事業投資による経済成長を図るため、

公共事業予算を安定的、継続的に確保するとの国の方針により、2020年度の

公共事業投資も前年度を上回る予算額で決定されております。当予算編成の

基本的な考え方は、治水対策を中心とした防災・減災対策の強化や中長期的

な成長の基盤となるインフラの整備など、激甚化・頻発化が懸念される自然

災害から国民の生命と財産を守るための国土強靭化がその骨子を成しており

ます。

　このような経営環境を踏まえ、当社グループは、前年度より継続して社会

資本の整備に向けた具体策への情報収集に加え、国土強靭化に向けた防災・

減災対策や道路・橋梁等の老朽化対策等への各地方自治体の動向に今以上の

注視を重ねてまいります。また、復旧・復興工事の終盤を迎えている九州・

東北地区の被災地におきましては、工事の進捗に合わせ必要とされるコンク

リート二次製品の安定的な供給が与えられた責務であると受け止めておりま

す。

　そのような中、土木用セメント製品事業におきましては、復旧・復興工事

の終盤を迎えつつある九州・東北地区のコンクリート二次製品の供給を最優

先するとともに、社会資本の整備に向けた具体的な動きにも注視してまいり

ます。また、継続的なテーマである大型コンクリート構造物のプレキャスト

化の推進につきましても、自社開発した製品や工法の普及拡大を中心に、継

続的かつ意欲的な営業活動の推進に努めてまいります。

　建築用セメント製品事業におきましては、働き方改革による労働時間の圧

縮への対応や工期短縮に有利な建築用コンクリート二次製品の利点を積極的

にＰＲし、ゼネコンのみならず地場の建設業者への受注活動に努めるととも

に納入実績作りにも注力してまいります。また、製造工場における製造量の

平準化を意識した営業活動にも努めてまいります。

　不動産関連事業におきましては、住宅展示場を集客拠点に、販売用土地の

取得・開発をさらに拡大するとともに、住宅業界の今後を見据えた「高性能

（ＺＥＨ）住宅」の販売によりアッパーミドル層の顧客獲得にチャレンジす

るなど、自社ブランド「さらりの家」の受注活動に注力してまいります。

　今後も、コンクリート二次製品の総合メーカーとして技術力・設計力を強

化し、販売シェアの拡大並びに安定した受注の確保に繋げ、業績の向上と確

固たる経営基盤を確立してまいりますので、株主の皆様におかれましては、

引き続きご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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（新型コロナウイルス感染拡大に関するリスク）

　当社グループの事業関連である建設業界では、新型コロナウイルス感染拡

大により経済が悪化し、民間設備投資などが減少した場合のほか、国の緊急

事態宣言の期間延長や建設資材不足などにより、建設工事が中断・遅延した

場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、新型コ

ロナウイルスの感染拡大に歯止めが掛からず、経済活動の停滞が長期化し、

取引先等の企業存続が危ぶまれる状況となれば、当社グループの業績への影

響は避けられないものとなります。なお、当社グループでは、出勤前の検温

や在宅勤務、各種会議等の自粛などにより、新型コロナウイルスの感染拡大

防止に努めておりますが、当社グループ内で罹患者が発生した場合、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5) 主要な事業内容（2020年３月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

土 木 用 セ メ ン ト 製 品 事 業
土木用コンクリート二次製品（道路用製品、景観用製品等）

の製造及び販売等

建 築 用 セ メ ン ト 製 品 事 業
建築用コンクリート二次製品（ＰＣカーテンウォール、住

宅用ＰＣ板）の製造及び販売等

そ の 他 の 事 業
木造住宅等の施工販売、不動産の販売及び宅地の開発など

の不動産関連事業

(6) 主要な営業所及び工場（2020年３月31日現在）

株 式 会 社 ヤ マ ッ ク ス
（ 当 社 ）

本 社 熊本県熊本市中央区水前寺３丁目９番５号

支 店
東京都中央区、福岡県福岡市博多区、沖縄県那覇市

全３支店

工 場

熊本県宇城市（２工場）、熊本県玉名郡、

熊本県球磨郡、福岡県みやま市、長崎県雲仙市、

長崎県佐世保市、埼玉県羽生市　全８工場

株式会社福岡ヤマックス 本 社 福岡県福岡市博多区

株式会社東北ヤマックス
本 社 宮城県仙台市青葉区

工 場 岩手県一関市
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(7) 使用人の状況（2020年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事　業　区　分 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

土木用セメント製品事業 311名 ３名増

建築用セメント製品事業 188 ２名減

そ の 他 の 事 業 19 １名減

全 社 （ 共 通 ） 53 ６名減

合　　　計 571 ６名減

（注）使用人数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者とパートタイマーを除き、

グループ外から当社グループへの出向者を含んでおります。）であります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

492名 ５名減 44.9歳 15.7年

（注）使用人数は、就業人員（当社から社外への出向者とパートタイマーを除き、社外から当社

への出向者を含んでおります。）であります。

(8) 主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,144百万円

株 式 会 社 肥 後 銀 行 809

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 421

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（2020年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 4,600,000株

②　発行済株式の総数 1,158,000株

③　株主数 878名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

茂 森 　 潔 76千株 7.51％

平 松 裕 将 57 5.70

茂 森 　 拓 41 4.05

伊藤忠丸紅住商テクノスチール株式会社 40 3.94

宇部三菱セメント株式会社 36 3.60

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口） 30 2.95

ヤ マ ッ ク ス 従 業 員 持 株 会 25 2.47

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 24 2.36

株 式 会 社 南 日 本 銀 行 24 2.36

株 式 会 社 麻 生 23 2.31

 
（注）１．当社は自己株式を144千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤　その他株式に関する重要な事項

　当社は、当連結会計年度より、取締役（社外取締役を除く）の報酬と当

社の株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリッ

トのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長

期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的と

して、取締役に対する株式報酬制度（以下「本制度」という）を導入して

おります。本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以

下、本制度に基づき設定される信託を「本信託」という）を通じて取得さ

れ、取締役に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式

及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」とい

う）が本信託を通じて給付される株式報酬制度であります。なお、取締役
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が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時となりま

す。また、信託に残存する当社株式は、信託における帳簿価額により連結

貸借対照表の純資産の部に自己株式として計上しており、当連結会計年度

末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、55,770千円及び30,000

株であります

(2) 新株予約権等の状況

①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の

状況

該当事項はありません。

③　その他新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2020年３月31日現在）

会社における地位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 茂森　　潔 株式会社東北ヤマックス　代表取締役会長

代表取締役社長 茂森　　拓 株式会社東北ヤマックス　代表取締役社長

取 締 役 副 社 長 森　　將彦 事業本部統括、株式会社東北ヤマックス　取締役副社長

専 務 取 締 役 甲斐　広志 西日本事業本部長兼営業統括本部長

常 務 取 締 役 名村　朝克 西日本事業本部　営業統括本部副本部長兼広域営業部長

常 務 取 締 役 久野　俊文 技術本部長

常 務 取 締 役 西田　親良 西日本事業本部　生産統括本部長

取 締 役 長岡　純生 管理本部長兼原材料調達部長

取 締 役 津留　　清 津留山村法律事務所　所長

常 勤 監 査 役 坂井　　裕 株式会社東北ヤマックス　監査役

常 勤 監 査 役 松山　隆文

監 査 役 中島　邦介

（注）１．取締役　津留清氏は、2019年６月26日開催の第56回定時株主総会において、新たに取

締役に選任され就任いたしました。

２．監査役　坂井裕氏及び松山隆文氏は、2019年６月26日開催の第56回定時株主総会にお

いて、新たに監査役に選任され就任いたしました。

３．取締役　津留清氏は、社外取締役であります。

４．監査役　松山隆文氏及び中島邦介氏は、社外監査役であります。

５．監査役　坂井裕氏は、当社の総務部長及び内部監査室長等を歴任し、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有するものであります。

６．監査役　松山隆文氏は、1994年４月から2006年６月まで株式会社鹿児島銀行の監査部

長等を歴任するなど、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

７．監査役　中島邦介氏は、当社の経理・財務部長等を歴任し、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有するものであります。

８．取締役　田辺洋治氏は、2019年６月26日開催の第56回定時株主総会終結の時をもって

退任いたしました。

９．監査役　松本秀光氏及び松井敏氏は、2019年６月26日開催の第56回定時株主総会終結

の時をもって退任いたしました。

10．当社は、松山隆文氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。

11．2020年４月１日付で取締役の担当を次のとおり変更しております。

氏　　名 異　動　後 異　動　前

長 岡 純 生
取締役

管理本部長兼原材料調達
部長兼商事部長

取締役

管理本部長兼原材料調達
部長
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②　責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役である津留清氏、監査役である坂井裕氏、社外監査役

である松山隆文氏及び中島邦介氏は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に規定する額としてお

ります。

③　取締役及び監査役の報酬等

（当事業年度に係る報酬等の総額）

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

10名
(２)

213百万円
(２)

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

５
(３)

10
(６)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

15
(５)

224
(９)

（注）１．上記には、2019年６月26日開催の第56回定時株主総会終結の時をもって退任いたしま

した取締役１名（うち社外取締役１名）及び監査役２名（うち社外監査役１名）を含

んでおります。

２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役の報酬限度額は、2017年６月28日開催の第54回定時株主総会において年額200百

万円以内（使用人分給与を除く）と決議をいただいており、また、これとは別枠とし

て2019年６月26日開催の第56回定時株主総会において取締役（社外取締役を除く）に

対する株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」における付

与ポイント限度額として１事業年度10,000ポイント以内と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、1995年６月29日開催の第32回定時株主総会において年額50百

万円以内と決議いただいております。

５．2019年６月26日開催の第56回定時株主総会において役員退職慰労金制度の廃止及び役

員退職慰労金の打切り支給を決議いただいております。

６．上記の報酬等の額には、以下のものが含まれております。
 

・当事業年度における役員賞与引当金の繰入額９百万円（取締役９名に対し９百万円（う

ち社外取締役１名に対し０百万円）、監査役３名に対し０百万円（うち社外監査役２

名に対し０百万円））

・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額32百万円（取締役９名に対し32百万

円（うち社外取締役１名に対し０百万円）、監査役３名に対し０百万円（うち社外監

査役２名に対し０百万円））

・当事業年度における役員株式給付引当金の繰入額11百万円（取締役８名に対し11百万

円（社外取締役は除く））
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④　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　取締役　津留清氏は、津留山村法律事務所の所長であります。

　当社は、津留山村法律事務所との間に特別の利害関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

出席状況及び発言状況

取締役　津留　清 2019年６月26日就任以降に開催された取締役会12回のう

ち12回に出席いたしました。企業法務に関する経験と高

い見識を有し、客観的かつ独立性の立場から当社経営への

監督的視点にて意見を述べるなど、取締役会において、取

締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助

言・提言を行っております。

監査役　松山隆文 2019年６月26日就任以降に開催された取締役会12回のう

ち12回、監査役会12回のうち12回に出席いたしました。主

に銀行業界出身の経験及び知見に基づく企業会計の専門

的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥

当性・適正性を確保するための発言を行っております。ま

た、監査役会においては、常勤監査役として必要な説明を

行うとともに、当社の内部監査等について適宜必要な発言

を行っております。

監査役　中島邦介 当事業年度に開催された取締役会14回のうち14回、監査役

会14回のうち14回に出席いたしました。当社の経理・財務

部長等を歴任した経験及び知見に基づく企業会計の専門

的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥

当性・適正性を確保するための発言を行っております。ま

た、監査役会において適宜必要な発言を行っております。
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(4) 会計監査人の状況

①　名　　　称　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

24

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人

の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

３．当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査

業務）である「収益認識基準の適用による会計方針の検討に関する指導・助言業務」

に対し、１百万円を支払っております。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に

招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由

を報告いたします。

④　責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人有限責任監査法人トーマツは、会社法第427条第１項の

規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し

ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は当社が会計監査人

に支払うべき金銭その他の財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のう

ち最も高い額に二を乗じて得た額としております。
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(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要及

び運用状況は以下のとおりであります。

①　当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制

　当社は、企業が存立を継続するためにはコンプライアンスの徹底が必要

不可欠であるとの認識にたち、すべての役員及び使用人が公正で高い倫理

観に基づいて行動し、広く社会から信頼される経営体制の確立に努めてお

ります。

　当社は、代表取締役社長直轄の内部監査室を設置し、内部監査室が定期

的に実施する内部監査を通じて、会社の業務実施状況の実態を把握し、す

べての業務が法令、定款及び社内諸規程に準拠して適正・妥当かつ合理的

に行われているか、また、会社の制度・組織・諸規則が適正・妥当である

かを公正不偏に調査・検証することにより、会社財産の保全及び経営効率

の向上に努め、監査結果を代表取締役社長に報告しております。

②　当社の取締役及び執行役員の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関

する体制

　当社は、取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、

各取締役及び執行役員が「職務権限規程」に基づいて決裁した文書等、取

締役の職務の執行に係る情報を適正に記録し、法令及び「文書管理規程」

等に基づき、定められた期間保存しております。また、情報セキュリティ

マネジメントシステムの一環として会社情報に係る規程に基づき、すべて

の情報の管理を行っており、取締役及び監査役が必要な情報を入手できる

体制を構築しております。

③　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、様々な損失の危険に対して、危険の大小や発生可能性に応じ、

事前に適正な対応策を準備すること等により、損失の危険を最小限にすべ

く組織的な対応を行っております。

　具体的には、損失の危険即ちリスクの全般的なコントロールを行う部署

として、管理本部内の経理課が担当し、リスク毎に担当部署を定め定期的

に対応策の見直しを行い、リスク管理に関する体制、方針及び施策等を総
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合的に検討して、代表取締役社長（取締役会）に答申することとしており

ます。特に、当社事業の特性上重要度の高いリスクである一定額以上の与

信に係る信用リスクについては、代表取締役社長を議長とする事業推進会

議及び執行役員会において、市場金利の変動等によるリスクについては、

経営企画会議及び取締役会において、それぞれ総合的な判断に基づき管理

しております。

④　当社の取締役及び執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保

するための体制

　当社は、環境変化に対応した会社全体の将来ビジョンと目標を定めるた

め、中期経営計画及び単年度の事業計画を策定しており、事業計画を達成

するため、取締役及び執行役員の職務権限と担当業務を明確にし、職務執

行の効率化を図っております。

　また、取締役会の下に代表取締役が議長を務める執行役員会を設けて、

取締役会の議論を充実させるべく事前審議を行うとともに、取締役会から

委譲された権限の範囲内で当社業務の執行及び施策の実施等について審議

し意思決定を行っております。

⑤　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体

制

　当社は、当社の取締役及び監査役が主要な子会社及び主要な関連会社

の経営会議に参加することにより、適切な経営管理を行っております。

ロ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社の管理部門と子会社の管理部門間で定期的なミーティングを行い、

事業運営に関する報告と重要事項の事前協議を行う体制を整備しており

ます。

ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

　子会社は、事業年度毎に事業計画を策定し、事業計画を達成するため、

取締役の職務権限と担当業務を明確にし、職務執行の効率化を図ってお

ります。
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ニ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

　子会社に対しては、監査役会及び内部監査室が定期的に監査を実施し

て、業務の適正を確保する体制を整備しております。

⑥　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に

おける当該使用人に関する事項

　当社は、設置された内部監査室の室員として、監査役の職務を補助する

使用人を他部署との兼務で配置しております。

⑦　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対す

る監査役の指示の実効性の確保に関する事項

　監査役の職務の補助業務の執行においての指揮命令権限は監査役に帰属

しており、人事異動や人事評価に関しても、取締役からの独立性が担保さ

れております。また、当該補助業務を行う使用人の人選に関しては監査役

と事前協議を経た上で人選し、兼務の場合は監査役補助業務を優先して行

うこととしております。

⑧　当社の監査役に報告するための体制

イ．当社の取締役及び使用人が監査役に報告する為の体制

　監査役は、取締役会のほか、執行役員会、事業推進等の経営会議、各

種委員会等にも出席し、重要な報告を受ける体制としております。また、

内部通報情報や不正事故等の事故情報についても、担当取締役が代表取

締役社長へ報告すると同時に監査役会へ報告することとしており、その

他、安全衛生管理及び品質管理に係る情報についても内部監査室及び安

全衛生管理室を通じて監査役会に報告することとしております。

ロ．子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれら

の者から報告を受けた者が当社の監査役に報告する為の体制

　子会社の内部通報情報や不正事故等の事故情報についても、担当取締

役が代表取締役社長へ報告すると同時に監査役会へ報告することとして

おり、その他、子会社の安全衛生管理及び品質管理に係る情報について

も内部監査室及び安全衛生管理室を通じて監査役会に報告することとし

ております。
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⑨　前号の報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱い

を受けないことを確保するための体制

　コンプライアンスの強化を目的とした「内部通報規程」により、報告を

したことにより報告者が不利な取扱いを受けないこととしております。

⑩　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

針に関する事項

　取締役は、監査役会が監査に際し必要な費用を請求し、それが監査役の

職務の執行に必要でないと認められる場合を除きこれを拒むことが出来な

いこととしております。

⑪　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　代表取締役社長と監査役は、相互の意思疎通を図るため、定期的な会合

を持つこととしております。また、「内部監査規程」において、内部監査

室長は監査役との密接な連携を保つよう努めなければならない旨を定め、

監査役の監査の実効性確保を図っております。

⑫　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　取締役は当連結会計年度において取締役会を14回、執行役員会を12回開

催し、経営成績や事業環境、リスク管理など重要な情報の共有化を行い、

効率的な職務執行を行っております。

　監査役は当連結会計年度において監査役会を14回開催し、職務執行に関

しコンプライアンス上問題が無いことを確認しております。また、当社及

び子会社の取締役会をはじめとする重要な各会議に参加し事業計画の到達

状況の報告等を受けております。

　内部監査室は自らが作成した子会社を含む内部監査計画に基づき、定期

的な内部監査を実施し、監査を実施した全ての業務が法令、定款及び社内

規程に準拠し、適性かつ合理的に行われていること、また、会社の制度・

組織・諸規則が適正・妥当であり、会社財産の保全及び効率的な経営が行

われていることを確認しております。

　なお、上記以外につきましても、継続的な改善を行い、適性かつ効率的

な体制になるよう努めております。
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(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、企業体質の強化と今後の事業展開を図るための内部留保に努めな

がら、安定かつ継続的な配当を維持することを利益配分の基本方針としてお

り、配当金額につきましては、業績の動向、財政状態並びに今後の事業展開

等を総合的に勘案し決定することとしております。

　内部留保資金につきましては、激変する社会情勢と予想される経営環境の

変化に対応すべく、財務体質と企業競争力の強化に有効活用し、事業の安定

的拡大に努めてまいりたいと考えております。

　これらの方針に基づき、当事業年度の期末配当金につきましては、１株に

つき60円とさせていただきます。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2020年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

【流 動  資  産】

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

未 成 工 事 支 出 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【固 定  資  産】

（有形固定資産）

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

（無形固定資産）

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

6,823,128

1,356,978

3,207,540

1,793,696

32,152

262,031

172,294

△1,564

6,437,550

5,649,428

1,042,908

777,929

3,478,545

350,044

140,676

647,445

204,030

214,061

291,900

△62,546

【流 動  負  債】 6,744,566

支払手形及び買掛金 4,318,805

短 期 借 入 金 1,520,032

未 払 法 人 税 等 145,688

賞 与 引 当 金 118,771

役 員 賞 与 引 当 金 9,900

そ の 他 631,369

【固 定  負  債】 1,862,444

長 期 借 入 金 1,049,672

繰 延 税 金 負 債 31,364

退職給付に係る負債 473,486

役員株式給付引当金 11,154

そ の 他 296,768

負 債 合 計 8,607,011

純 資 産 の 部

【株 主  資  本】 4,699,849

資 本 金 1,752,040

資 本 剰 余 金 719,368

利 益 剰 余 金 2,500,312

自 己 株 式 △271,871

【その他の包括利益累計額】 △46,181

その他有価証券評価差額金 44,596

退職給付に係る調整累計額 △90,777

純 資 産 合 計 4,653,667

資 産 合 計 13,260,678 負 債 ・ 純 資 産 合 計 13,260,678

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 16,269,735

売 上 原 価 12,963,793

売 上 総 利 益 3,305,941

販売費及び一般管理費 2,893,471

営 業 利 益 412,470

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金 9,168

そ の 他 59,978 69,147

営 業 外 費 用

支 払 利 息 23,340

そ の 他 16,834 40,175

経 常 利 益 441,441

特 別 損 失

投資有価証券評価損 44,701 44,701

税金等調整前当期純利益 396,740

法人税、住民税及び事業税 174,095

法 人 税 等 調 整 額 △4,283 169,812

当 期 純 利 益 226,928

親会社株主に帰属する当期純利益 226,928

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 1,752,040 708,558 2,332,412 △261,061 4,531,949

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △59,028 △59,028

親会社株主に帰属
する当期純利益

226,928 226,928

自己株式の取得 △55,770 △55,770

自己株式の処分 10,809 44,960 55,770

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － 10,809 167,899 △10,809 167,899

当 期 末 残 高 1,752,040 719,368 2,500,312 △271,871 4,699,849

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純資産合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 44,243 △53,417 △9,173 4,522,775

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △59,028

親会社株主に帰属
する当期純利益

226,928

自己株式の取得 △55,770

自己株式の処分 55,770

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

352 △37,360 △37,008 △37,008

当期変動額合計 352 △37,360 △37,008 130,891

当 期 末 残 高 44,596 △90,777 △46,181 4,653,667

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1）連結の範囲に関する事項

①連結子会社の状況

連結子会社は㈱福岡ヤマックス、㈱東北ヤマックスの２社であります。

②非連結子会社の状況

非連結子会社はありません。

(2）持分法の適用に関する事項

①持分法を適用した関連会社の状況

持分法を適用した関連会社はありません。

②持分法を適用していない関連会社の状況

持分法を適用していない関連会社は㈱ＨＯＣヤマックスの１社でありますが、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象か

ら除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がない

ため、持分法適用の範囲から除外しております。

(3）連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4）会計方針に関する事項

①資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

時価のあるもの…………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）

時価のないもの…………移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産

商品及び製品………………商品・製品・半製品については総平均法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）

販売用不動産については個別法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

未成工事支出金……………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）

原材料及び貯蔵品…………原材料については総平均法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品については最終仕入原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
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②固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物…………７～38年

機械装置及び運搬具……６～12年

工具器具備品……………３～10年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）及び長期前払費用

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

ロ．賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しており

ます。

ハ．役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しておりま

す。

ニ．役員株式給付引当金

役員の当社株式給付に備えるため、役員株式給付規程に基づく当連結会計年度末にお

ける株式給付債務の見込額を計上しております。
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④その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

イ．退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員及び執行役員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上し

ております。なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適

用しております。

(a）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。

(b）数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発

生の翌連結会計年度から損益処理しております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその

他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

ロ．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地

方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。
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２．追加情報

(1）役員退職慰労金制度の廃止

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりました

が、2019年６月26日開催の第56回定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃

止しております。同制度廃止に伴い、在任期間に対する役員退職慰労金の打ち切り支給を

同株主総会で決議いたしました。これに伴い、「役員退職慰労引当金」の打ち切り支給額

214,595千円を固定負債の「その他」に振替計上しております。

(2）取締役に対する株式報酬制度の導入

当社は、当連結会計年度より、取締役（社外取締役を除く）の報酬と当社の株式価値との

連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクま

でも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意

識を高めることを目的として、取締役に対する株式報酬制度（以下「本制度」という）を

導入しております。本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、

本制度に基づき設定される信託を「本信託」という）を通じて取得され、取締役に対して、

当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相

当の金銭（以下「当社株式等」という）が本信託を通じて給付される株式報酬制度であり

ます。なお、取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時とな

ります。また、信託に残存する当社株式は、信託における帳簿価額により連結貸借対照表

の純資産の部に自己株式として計上しており、当連結会計年度末における当該自己株式の

帳簿価額及び株式数は、55,770千円及び30,000株であります。
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３．連結貸借対照表に関する注記

（1）担保に供している資産

建物及び構築物 457,471千円

土地 2,055,359千円

計 2,512,830千円

上記に対応する債務は次のとおりであります。

短期借入金 1,346,741千円

長期借入金 691,175千円

計 2,037,916千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 11,410,282千円

（3）受取手形割引高 1,383,216千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（1）当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 1,158千株

（2）配当に関する事項

①配当金支払額等

2019年６月26日開催の第56回定時株主総会決議による普通株式の配当に関する事項

配当金の総額 59,028千円

１株当たり配当額 60円00銭

基準日 2019年３月31日

効力発生日 2019年６月27日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2020年６月26日開催予定の第57回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

配当金の総額 60,828千円

１株当たり配当額 60円00銭

基準日 2020年３月31日

効力発生日 2020年６月29日

（注）株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金1,800千円が含まれております。

(3）当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
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５．金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を銀行借入により調達する方針

であります。また、一時的な余資を主に流動性の高い金融資産で運用し、短期的な運転

資金を銀行借入により調達しております。

営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、社内規定に沿ってリス

クの低減を図っております。また、主に業務上の関係を有する企業の株式である投資有

価証券につきましても、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握して

おります。

(2）金融商品の時価等に関する事項

2020年３月31日における主な金融商品の連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表
計上額（千円）

時　価（千円） 差　額（千円）

(1）現金及び預金 1,356,978 1,356,978 －

(2）受取手形及び売掛金 3,207,540 3,207,540 －

(3）投資有価証券

その他有価証券 195,685 195,685 －

資　産　計 4,760,205 4,760,205 －

(1）支払手形及び買掛金 4,318,805 4,318,805 －

(2）短期借入金 900,000 900,000 －

(3）長期借入金（※） 1,669,704 1,669,381 △323

負　債　計 6,888,509 6,888,186 △323

（※）連結貸借対照表上、短期借入金に計上されている１年以内返済予定長期借入金　

を含めております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び投資有価証券に関する事項

（資産）

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。

(3）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（負債）

(1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。
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(3）長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区　　　分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 8,344

これらについては、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認め

られることから「（3）投資有価証券」には含めておりません。

６．１株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額 4,730円28銭

（2）１株当たり当期純利益 230円66銭

　（注）当社は、当連結会計年度より、取締役（社外取締役を除く）に対する信託を用いた株式

報酬制度（株式給付信託）を導入しております。

「１株当たり純資産額」の算定上の基礎となる期末株式数には、その計算において控除

する自己株式に当該信託が保有する当社株式を含めており、また、「１株当たり当期純

利益」の算定上の基礎となる期中平均株式数には、その計算において控除する自己株式

に当該信託が保有する当社株式を含めております。

「１株当たり純資産額」の算定上、控除した当該自己株式の当連結会計年度末における

株式数は30,000株であり、「１株当たり当期純利益」の算定上、控除した当該自己株式

の当連結会計年度における期中平均株式数は18,214株であります。
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貸　借　対　照　表

（2020年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

【流 動  資  産】

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

未 成 工 事 支 出 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【固 定  資  産】

（有形固定資産）

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

（無形固定資産）

ソ フ ト ウ エ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

5,670,776

1,132,679

574,880

1,966,414

1,567,269

32,152

233,017

36,914

128,182

△734

5,618,705

4,818,845

746,300

89,017

624,371

39,071

212,615

3,000,803

96,209

10,454

138,618

24,400

1,368

112,850

661,241

200,830

63,200

172,089

284,758

△59,636

【流 動  負  債】 5,937,381

支 払 手 形 2,692,038

買 掛 金 898,641

工 事 未 払 金 51,071

短 期 借 入 金 1,470,556

リ ー ス 債 務 30,888

未 払 金 23,781

未 払 費 用 258,624

未 払 法 人 税 等 145,587

前 受 金 3,981

未 成 工 事 受 入 金 51,325

預 り 金 12,650

賞 与 引 当 金 103,677

役 員 賞 与 引 当 金 9,900

そ の 他 184,657

【固 定  負  債】 1,588,886

長 期 借 入 金 966,399

長 期 未 払 金 214,595

リ ー ス 債 務 72,979

退 職 給 付 引 当 金 322,145

役員株式給付引当金 11,154

そ の 他 1,613

負 債 合 計 7,526,268

純 資 産 の 部

【株 主  資  本】 3,718,617

（ 資 　 本 　 金 ） 1,752,040

（ 資 本 剰 余 金 ） 719,368

資 本 準 備 金 142,286

そ の 他 資 本 剰 余 金 577,081

（ 利 益 剰 余 金 ） 1,519,080

利 益 準 備 金 30,315

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,488,764

繰 越 利 益 剰 余 金 1,488,764

（自 己  株  式） △271,871

【評価・換算差額等】 44,596

（その他有価証券評価差額金） 44,596

純 資 産 合 計 3,763,213

資 産 合 計 11,289,482 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,289,482

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 13,891,587

売 上 原 価 10,964,865

売 上 総 利 益 2,926,721

販売費及び一般管理費 2,485,922

営 業 利 益 440,799

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金 109,168

そ の 他 54,238 163,406

営 業 外 費 用

支 払 利 息 20,883

そ の 他 14,511 35,395

経 常 利 益 568,810

特 別 損 失

投資有価証券評価損 44,701 44,701

税引前当期純利益 524,109

法人税、住民税及び事業税 173,018

法 人 税 等 調 整 額 △4,166 168,851

当 期 純 利 益 355,257

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,752,040 142,286 566,271 708,558 24,413 1,198,438 1,222,851

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 5,902 △64,931 △59,028

当期純利益 355,257 355,257

自己株式の取得

自己株式の処分 10,809 10,809

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － 10,809 10,809 5,902 290,326 296,229

当 期 末 残 高 1,752,040 142,286 577,081 719,368 30,315 1,488,764 1,519,080

株 主 資 本
評価・換
算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本
合 計

その他有価証
券評価差額金

当 期 首 残 高 △261,061 3,422,388 44,243 3,466,631

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △59,028 △59,028

当期純利益 355,257 355,257

自己株式の取得 △55,770 △55,770 △55,770

自己株式の処分 44,960 55,770 55,770

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

352 352

当期変動額合計 △10,809 296,229 352 296,581

当 期 末 残 高 △271,871 3,718,617 44,596 3,763,213

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

関係会社株式………………移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの…………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…………移動平均法による原価法

②たな卸資産

商品及び製品………………商品・製品・半製品については総平均法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）

販売用不動産については個別法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

未成工事支出金……………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）

原材料及び貯蔵品…………原材料については総平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品については最終仕入原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

（2）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について

は定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物………………………７～31年

構築物……………………10～15年

機械装置…………………７～12年

工具器具備品……………３～８年

②無形固定資産（リース資産を除く）及び長期前払費用

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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（3）引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

②賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

③役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

④退職給付引当金

従業員及び執行役員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退

職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準

によっております。なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から損益処理しております。

⑤役員株式給付引当金

役員の当社株式給付に備えるため、役員株式給付規程に基づく当事業年度末における株

式給付債務の見込額を計上しております。

（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこ

れらの会計処理の方法と異なっております。

②消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方

消費税は、当事業年度の費用として処理しております。
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２．追加情報

（1）役員退職慰労金制度の廃止

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりました

が、2019年６月26日開催の第56回定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃

止しております。同制度廃止に伴い、在任期間に対する役員退職慰労金の打ち切り支給を

同株主総会で決議いたしました。これに伴い、「役員退職慰労引当金」の打ち切り支給額

214,595千円を固定負債の「長期未払金」に振替計上しております。

（2）取締役に対する株式報酬制度の導入

当社は、当事業年度より、取締役（社外取締役を除く）の報酬と当社の株式価値との連動

性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも

株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を

高めることを目的として、取締役に対する株式報酬制度（以下「本制度」という）を導入

しております。本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制

度に基づき設定される信託を「本信託」という）を通じて取得され、取締役に対して、当

社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当

の金銭（以下「当社株式等」という）が本信託を通じて給付される株式報酬制度でありま

す。なお、取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時となり

ます。また、信託に残存する当社株式は、信託における帳簿価額により貸借対照表の純資

産の部に自己株式として計上しており、当事業年度末における当該自己株式の帳簿価額及

び株式数は、55,770千円及び30,000株であります。
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３．貸借対照表に関する注記

（1）担保に供している資産

建物 424,289千円

土地 1,650,797千円

計 2,075,087千円

上記に対応する債務は次のとおりであります。

短期借入金 1,311,545千円

長期借入金 615,082千円

計 1,926,627千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 9,594,412千円

（3）受取手形割引高 1,130,284千円

（4）保証債務

他の会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

㈱東北ヤマックス 21,460千円

（5）関係会社に対する金銭債権、債務

短期金銭債権 266,440千円

短期金銭債務 4,552千円

４．損益計算書に関する注記

（関係会社との取引高）

売上高 364,631千円

仕入高（営業費用含む） 325,653千円

営業取引以外の取引 101,728千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末日における自己株式の種類及び数

普通株式 174千株

（注）株式給付信託が保有する当社株式30千株が含まれております。
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６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 31,580千円

退職給付引当金 98,125千円

貸倒引当金 18,389千円

たな卸資産評価損 4,764千円

投資有価証券評価損 65,838千円

その他 161,561千円

繰延税金資産小計 380,259千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △178,341千円

評価性引当額小計 △178,341千円

繰延税金資産合計 201,917千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 18,897千円

その他 10,930千円

繰延税金負債合計 29,828千円

繰延税金資産の純額 172,089千円
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７．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種 類
会 社 等
の 名 称

議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取 引
内 容

取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

子会社
㈱東北ヤ
マックス

所有
　直接 100.0

資金の貸付等
役員の兼任

債務保証 21,460 － －

配当の受取 100,000 － －

関連会社
㈱ＨＯＣヤ
マックス

所有
　直接　40.0

製品の販売等
役員の兼任

製品の販売 363,376 売 掛 金 212,434

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格、市場金利等を勘案して決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額 3,825円17銭

（2）１株当たり当期純利益 361円11銭

　（注）当社は、当事業年度より、取締役（社外取締役を除く）に対する信託を用いた株式報酬

制度（株式給付信託）を導入しております。

「１株当たり純資産額」の算定上の基礎となる期末株式数には、その計算において控除

する自己株式に当該信託が保有する当社株式を含めており、また、「１株当たり当期純

利益」の算定上の基礎となる期中平均株式数には、その計算において控除する自己株式

に当該信託が保有する当社株式を含めております。

「１株当たり純資産額」の算定上、控除した当該自己株式の当事業年度末における株式

数は30,000株であり、「１株当たり当期純利益」の算定上、控除した当該自己株式の当

事業年度における期中平均株式数は18,214株であります。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年５月22日

株式会社　ヤマックス
取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ
    熊   本   事   務   所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 池 田 　 徹 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 窪 田 　 真 

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ヤマックス
の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、
すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ヤマックス及び連結子会社
からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、
全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計
算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立
しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連
結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における
取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計
算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
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見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性
があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を
与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ
て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心
を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、
重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手
続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す
るためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者
によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当
性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切で
あるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重
要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事
項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連す
る注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計
算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評
価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の
財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結
計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査
人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施
時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要
な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ
る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与
えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ
ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計
士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年５月22日

株式会社　ヤマックス
取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ
    熊   本   事   務   所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 池 田 　 徹 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 窪 田 　 真 

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ヤマ
ックスの2019年４月1日から2020年３月31日までの第57期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を
行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書
類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算
書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書
類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
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表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える
と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ
て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心
を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、
重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手
続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に
応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者
によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当
性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であ
るかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要
な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適
切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証
拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する
注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施
時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要
な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ
る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与
えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ
ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第57期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画、職務の分担等を定め、各監査役
から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、監査計画、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人
等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに
以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決
裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況
を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監
査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から
成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ
いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の遂行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人
から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について
検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当
であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

３．後発事象

　当社は、2020年５月25日開催の取締役会において2020年７月１日を効
力発生日とした株式分割を決議しております。

2020年５月26日

 株式会社ヤマックス　監査役会

常勤監査役 坂井　　裕 

常勤監査役（社外監査役） 松山　隆文 

監　査　役（社外監査役） 中島　邦介 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の配当の件

　第57期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘

案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

  (1) 配当財産の種類

　　　金銭といたします。

  (2) 配当財産の割当に関する事項およびその金額

　　　当社普通株式１株につき金60円00銭といたしたいと存じます。

　　　なお、その総額は60,828,240円となります。

（注）当連結会計年度より、取締役（社外取締役を除く）に対する信託を用い

た株式報酬制度（株式給付信託）を導入しており、配当金総額には当該

信託が保有する当社株式に対する配当金が含まれております。

  (3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　　　2020年６月29日といたしたいと存じます。

第２号議案　補欠監査役１名選任の件

　2019年６月26日開催の第56回定時株主総会において補欠監査役に選任された井

上勉氏の選任の効力は本定時株主総会の開始の時までとされておりますので、改

めて補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

いの

井
うえ

上
 

　
つとむ

勉

(1977年６月22日生)

2002年12月　司法書士大島事務所入所

2003年４月　司法書士法人ヒューマン・サポート

法律支援センター　代表社員

（現在に至る）

－株

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．井上勉氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
３．井上勉氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、直接企業経営に関与された経験は

ありませんが、司法書士として専門的な知識と経験を有し、社外監査役としての職務
を適切に遂行いただけるものと判断したことによります。

４．補欠の社外監査役候補者が、監査役に就任する場合に締結する予定の責任限定契約の
内容の概要は以下のとおりであります。
当社の責任限定契約は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の
損害賠償責任を限定する契約で、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に
規定する額となります。

以　上
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メ　　モ
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ゆめタウン大江

開新高等学校

熊本県立劇場

熊本高等学校

天理教

至 熊本城

至 熊本

至 健軍

味噌天神前

新水前寺駅前

国府

水前寺公園

市電

ＪＲ豊肥本線白山三丁目
交差点

新水前寺駅

水前寺駅

サニー

ローソン

郵便局

セブンイレブン

ゆめマート

水前寺公園

至 大分

ヤマックス本社

JR豊肥本線「水前寺駅」　　　　徒歩１分
熊本市電　「新水前寺駅前電停」徒歩５分

株主総会会場ご案内図

■　場　　所　　熊本市中央区水前寺３丁目９番５号

ヤマックス本社　会議室（本社隣接ビル２階）

(096)381-6411

※ご来場用の駐車スペースには限りがありますので、

　お車でご来場の際は、近隣の有料駐車場をご利用

　いただきますようお願い申し上げます。


